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要旨 

【研究の目的】 認知症施策推進大綱（2019 年 6 月）の目標実現に向けて、「共生」と「予防」の推進・進捗

把握と評価方策を確立するため、以下を目的とする。 

（１）「共生」概念を、学際的アプローチを以て、多側面から社会・生活環境の具体的なあり方を表現し、そ

れらを、認知症の人とその家族にやさしい健康まちづくりのガイドとして示す。 

（２）「共生」の側面に加え、「予防」の側面から社会経済因子、関連資源、疫学指標等を基盤として、指標

間の関連を明らかにしながら、自治体レベルで評価できるよう、包括的な評価指標体系を構築する。 

 その中で、重要なアウトカム指標として、健康余命（平均自立期間）や、認知症の自立度のデータに基

づく健康余命（以下、認知症自立度健康余命と呼ぶ）を全国の市町村において計測し、地域差の関連因
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子を探索するなど、認知症の発症予防や「認知症発症後、重症化のスピードを遅らせること」に役立つ指

標を開発する。 

 

【進捗・成果の報告】 

（１）「共生」の概念整理： 「共生」の概念を、社会に具現化されるあり方として表現し学際的アプローチで

提案：認知症の人とその家族にやさしい、即ち全世代にやさしい健康まちづくりガイドの基盤として前年度

に作成したコンセプトシートを発展させ、「地域共生社会の実現に向けて認知症にやさしい健康まちづくり

の提案」（パンフレット）（別添１）を作成した。さらに詳細を「認知症にやさしい健康まちづくりガイドブック 

地域共生社会に向けた 15 の視点」（発行：学芸出版社）に著し、広く一般市民へ発信するとともに、全国

の自治体・官公庁関連部署に意見を問うた。「認知症をとりまく状況に加え、… Well-being の産業別要素

分解など、フィジカルなものを超えた、あるいはこれと融合したまちのあり方を追い求めていく必要性を一

層感じた」（国交省の方）、「認知症の予防については、個々の因子でなく多因子へのアプローチが有効

であるとの記述に特に共感した。認知症施策を行う行政、関係機関などでは、有用な一冊になるのではな

いか」（A 市健康増進課の方）等のフィードバックを得た。 

 

（２）可視化と「予防」： 予防・改善のまちづくりに役立つ評価指標の開発における今年度の主な成果は次

の通りである。 

(2)-1．認知症高齢者の日常生活自立度による認知症自立余命の算出及び見える化：「認知症発症を予

防し、認知症発症後、重症化のスピードを遅らせる」ことに役立つ指標の開発にあたり、Dementia Free 

Life Expectancy(以降、認知症自立余命) に関連しうる研究のレビューならびに昨年度算出した二次医療

圏における認知症自立余命を踏まえ、厚生労働省から提供を受けた匿名介護情報等(介護保険総合

データベース、以降、介護 DB)の集計データから、市町村(介護保険者)単位で算出を行った。市町村で

の算出には、人口が少ない市町村においては値が安定しなかったため、縮小推定を用いて認知症自立

余命の算出を行った。縮小推定により、極端な外れ値は抑制された。 

(2)-2．認知症にやさしいまちづくりに関する指標体系案を構築し、地域の各側面の指標を収集・分類し、

データベースを構築：「認知症発症を予防し、認知症発症後、重症化のスピードを遅らせる」ことに役立つ

指標の開発にあたり、認知症自立余命と関連する要因の候補を効率的に収集すべく、一昨年より構築を

すすめている「まちづくり及び高齢者の生活や健康、認知症に関連する公表データを収集・整理したデー

タベース」のデータの体系を再検討した。さらに厚生労働省から認知症施策推進大綱 KPI の提供を受

け、それらの情報もデータベースへ組み込んだ。 

(2)-3．認知症高齢者の日常生活自立度を不健康とした認知症自立余命の地域差の要因分析： 

認知症高齢者の日常生活自立度を不健康とした認知症自立余命の地域差の要因分析については、地域の

介護力の評価に向け「リスク調整済要介護度悪化指標」(OE 値) を市町村(介護保険者)単位で算出した。 

(2)-4．認知症施策推進大綱 KPI と認知症自立余命との関連：認知症施策推進大綱 KPI から市町村単位の

データを整理し、認知症自立余命との関連を探索的に調べた。 

 可視化と「予防」については、以下がポイントである。 

・認知症高齢者の日常生活自立度を不健康として認知症自立余命を、二次医療圏及び市町村で算出した。 

・認知症自立余命を 5 分位で色分けし、二次医療圏と市町村でそれぞれ地図に表した。 

・より効率的にデータ収集・解析が行えるように認知症諸施策の包括的な評価体系を構築する地域レベルの
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多様な指標のデータベースのデータの体系を再検討した。 

・厚生労働省から認知症施策推進大綱 KPI の提供を受け、それらの情報もデータベースへ組み込んだ。 

・地域の介護力の評価に向け「リスク調整済要介護度悪化指標」(OE 値) を市町村別に算出した。 

・認知症施策推進大綱 KPI の項目と認知症自立余命との関連を探索的に調べた。 

 

【まとめ】 

（１）「共生」の包括的な概念の具現化に向け、多領域の学際的専門家の深い洞察と経験をもとに数年にわたり

議論を重ね、認知症の人とその家族にやさしい社会の概念を表す具体像・提案・ガイドに相当するパンフレット

を作成した。また「認知症にやさしい健康まちづくりガイドブック 地域共生社会に向けた 15 の視点」（今中雄

一編著．学芸出版社）を著し、行政等からポジティヴなフィードバックが得られた。 

（２）認知症諸施策の包括的な評価体系を構築するべく、地域レベルの多様な指標のデータベースの再構築

を進めるとともに、認知症高齢者の日常生活自立度データを活用して開発した健康余命指標（認知症自立度

健康余命など）、自治体毎・二次医療圏毎に計測した。さらに、認知症施策推進大綱 KPI の実施状況を含む

各種地域と上記健康余命との関連、それらの地域差の要因等について探索的な分析結果を得た。 
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Ａ．目的 

認知症施策推進大綱（2019 年 6 月）の目

標実現に向けて、「共生」と「予防」の推進・進

捗把握と評価方策を確立するため、以下を目

的とする。  

（１）「共生」概念を、学際的アプローチを以て、

多側面から社会・生活環境の具体的なあり方を

表現し、それらを、認知症の人とその家族にやさ

しい健康まちづくりのガイドとして示す。 

（２）「共生」の側面に加え、「予防」の側面から社

会経済因子、関連資源、疫学指標等を基盤とし

て、指標間の関連を明らかにしながら、自治体レ

ベルで評価できるよう、包括的な評価指標体系

を構築する。 

 その中で、重要なアウトカム指標として、健康

余命（平均自立期間）や、認知症の自立度の

データに基づく健康余命（以下、認知症自立度

健康余命と呼ぶ）を全国の市町村において計測

し、地域差の関連因子を探索するなど、認知症

の発症予防や「認知症発症後、重症化のスピー

ドを遅らせること」に役立つ指標を開発する。 

 

（１）「共生」の概念整理 

 「共生」の概念を、社会に具現化されるあり

方として表現し、多領域のメンバーで議論を

重ねた内容につき、ガイドや書籍の形を通し

て学際的アプローチで提案する。 

 

（２）可視化と「予防」： 予防・改善のまちづく

りに役立つ評価指標の開発 

(2)-1．認知症高齢者の日常生活自立度によ

る認知症自立余命の算出及び見える化 

健康余命は、健康で過ごせる期間であり、

健康でなくなること(以降、不健康とする)の定

義により、年数が異なってくる。厚生労働省が

発表する健康寿命(健康余命と同意)は、不健

康を国民生活基礎調査の回答に拠り、自治

体が算出する健康余命は、不健康を要介護

度とすることが多い。なお、国民生活基礎調

査の回答は主観的健康観に基づくため、客

観的な要介護度を不健康とする健康余命よ

り、短く算出される傾向にある。 

認知症を不健康とした健康余命は、認知症に

なるまでの期間と捉えることが出来るため、

「70 歳代での発症を 10 年間で１歳遅らせる」

ことの評価に、関連する評価指標として有用

だと考える。 

 

(2)-2．認知症にやさしいまちづくりに関する

指標体系案を構築し、地域の各側面の指標

を収集・分類し、データベースを構築 

まちづくり及び高齢者の生活や健康、認知症

に関連する公表データを e-Stat や自治体

ホームページから取得した。これら収集され

たデータは、認知症にやさしいまちづく

り指標の候補そのものであり、また組み

合わせて指標を構成する候補である。 

 

(2)-3．認知症高齢者の日常生活自立度を不

健康とした認知症自立余命の地域差の要因

分析 

認知症施策推進大綱で挙げられている認知

症の「70 歳代での発症を 10 年間で１歳遅ら

せる」[1]、すなわち認知症自立余命を伸ばす

ための施策を勘案するためには、認知症自立

余命の要因を把握する必要がある。 

認知症の危険因子として、WHO 2019 “Risk 

reduction of cognitive decline and dementia” 

[2]の邦訳「認知機能低下および認知症のリス

ク低減」[3]には、認知症の修正不可能な危険

因子として「この 20 年間の研究により、学歴

や、運動不足、喫煙、不健康な食事およびア

ルコールの有害な使用などの生活習慣に関

連した危険因子が認知機能障害や認知症の

発症と関連していることが示されている。さら

に、高血圧、糖尿病、高コレステロール血症、

肥満やうつ病などの特定の病態は、認知症発

症リスクの増大と関連している。社会的孤立
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や認知機能の不活発は、その他の修正可能

な潜在的危険因子に含まれる。」とあり、「認

知機能の低下や認知症発症を遅らせる基本

的介入の実施などの公衆衛生的アプローチ

を通じて、認知症予防が可能であることを意

味している。」とされている。 

認知症自立余命の地域差と、社会環境や高

齢者の置かれた状況等を二次医療圏単位で

分析し、認知症自立余命と関連する要因の検

討を行った。今後は、介護保険者(原則市町

村)単位でも分析を行う。 

更に健康余命について文献検索を行った。

健康余命の意義、男女差・地域差の要因、公

衆衛生や健康政策においての示唆や活用例

等を探索した。 

地域の介護力の評価に向け「リスク調整済

要介護度悪化指標」(OE値) を市町村(介護保

険者)単位で算出した。市町村間の介護力の

ばらつきを可視化した。 

(2)-4．認知症施策推進大綱KPIから市町村単

位のデータを整理し、認知症自立余命との関連

を調べた。 

 

Ｂ．対象・方法 

（１）「共生」の概念整理 

 「共生」の概念を、社会に具現化されるあり

方として表現し学際的アプローチで提案す

る。認知症の人とその家族にやさしい、即ち

全世代にやさしい健康まちづくりガイドの基盤

として前年度までに議論を重ねて作成したコ

ンセプトシートを発展させ、「地域共生社会の

実現に向けて認知症にやさしい健康まちづく

りの提案」を完成させる。さらに発展型である

書籍を出版し、研究者、自治体・国の関係

者、一般市民へ広く発信してフィードバックを

得る。 

 

（２）可視化と「予防」： 予防・改善のまちづく

りに役立つ評価指標の開発 

 「予防」における今年度の主な成果は次の

通りである。 

(2)-1．認知症高齢者の日常生活自立度によ

る健康余命(認知症自立余命)の算出及び見え

る化 

(2)-2．認知症にやさしいまちづくりに関す

る指標体系案を構築し、地域の各側面の指標

を収集・分類し、データベースを構築 

(2)-3．「リスク調整済要介護度悪化指標」

(OE値) を市町村(介護保険者)単位で算出 

(2)-4．認知症施策推進大綱KPIの市町村デー

タと認知症自立余命との関連を調査 

 

以下、(2)-1,2,3,4 それぞれについて記述す

る。 

 

(2)-1．認知症高齢者の日常生活自立度による

健康余命(認知症自立余命)の算出及び見える

化 

本研究は、厚生労働省から匿名介護情報等

(介護保険総合データベース、以降介護 DB 

とする) の提供[1]を受け、認知症高齢者の

日常生活自立度による健康余命(認知症自立

余命)の算出を行った。介護 DB の介護認定

情報より介護認定時の認知症高齢者の日常生

活自立度別人数を、市町村(介護保険者)別、

二次医療圏別、性別、年齢階層別に集計し、

認知症自立余命の算出に用いた。 

 

(2)-1-1.データ出典及び算出方法 

(2)-1-1-1.データ出典 

人口：住民基本台帳に基づく人口(総務省) 

（2015－2017 年） 

死亡数：人口動態調査(厚生労働省)（2015－

2017 年） 

介護 DB：認知症高齢者の日常生活自立度別

人数：厚生労働省より提供された「要介護認

定情報・介護レセプト等情報」の特別抽出を

集計（2015－2017 年） 
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認知症高齢者の日常生活自立度のランクを表

１に示す。本研究では、１以上、２以上、３

以上の３グループで集計した[2]。 

二次医療圏 ：地域の単位は、2018 年時の医

療施設調査における二次医療圏にしている

が、介護保険者(原則市町村、一部広域連合)

が二次医療圏より広範であれば介護保険者

(広域連合)にしている。 

 

(2)-1-1-2.計算方法 

認知症自立余命の計算は「厚生労働科学研究 

健康寿命のページ」掲載の Excel を使用し

た[3]。 

市町村(介護保険者)単位の場合、人口が極端

に少ない市町村の指標値を安定させるために

縮小推定の手法を用いた。縮小推定について

は English indices of deprivation 2019: 

technical report[4]を参考にした。 

 

(2)-1-1-3.注意 

市町村(介護保険者)からのデータ提出の義

務化が 2018 年以降であり、本研究は 2017 

年までの「要介護認定情報・介護レセプト等

情報」特別抽出のデータを利用しているた

め、データ未提出あるいは著しくデータ数が

少ない市町村(介護保険者)があった。 

年ごとに市町村(介護保険者)リストと特別

抽出データを照合し、データ未提出あるいは

著しくデータ数が少ない市町村(介護保険者)

を省いた二次医療圏を構成した。但し、二次

医療圏の総数は変わらなかった。よって一部

の二次医療圏では医療施設(動態)調査で示さ

れる二次医療圏と構成市町村が異なる。 

市町村(介護保険者)別の認知症自立余命算

出では、人口規模の小さな町村において、該

当年の死亡数が 0である場合、平均余命の算

出が出来ないため、認知症自立余命の算出も

不可能となる。 

 

(2)-1-3.地理情報（GIS） 

公表許可を得た二次医療圏及び市町村(介

護保険者)の認知症自立余命を層別化し、層

毎に色分けした地図を作製した。地図は、二

次医療圏及び市町村(介護保険者)別、認知症

高齢者の日常生活自立度(2 以上)、年別

(2015，2016，2017 年)、年齢階層別(0、

40，65 歳時)、男女別、で作成した。 

 

(2)-2．認知症にやさしいまちづくりに関する指

標体系案を構築し、地域の各側面の指標を収

集・分類し、データベースを構築 

(2)-2-1.データベース作成手順 

①認知症にやさしいまちづくり、高齢者の生

活や健康、認知症に関連するデータの候補を

挙げた。文献や報告書等に記載されたデー

タ、研究者が必要と判断したデータ等、国内

外合わせて 932 項目を検討対象とした。 

② ①で挙げたデータの分類を再検討し、市

町村単位かつ最近のデータが取得できるもの

について整理を行い、およそ 300 項目につい

て京都大学産官学民コンソーシアム

“PEGASAS”（PEGASAS：Open-Innovation 

Platform of All-area Enterprises, 

Governments and Academia to Design and 

Realize Super-Aging Societies）が提唱す

る Healthy Smart City 構造モデルの 12 領

域へ分類を行った。(図１) 

③ 厚労省から提供を受けた認知症施策推進

大綱 KPI から市町村別集計データを②の 12 分

類に組み込んだ。 

④ ②③で整理したデータのうち、各領域か

ら 1～10 程度データ(計 54 データ)を選択

し、人口あたり等の市町村間で比較可能な指

標とし、認知症自立余命を加えて、市町村毎

に 10 パーセンタイルにランク付けした。10

パーセンタイルのランクに基づきレーダー

チャートを作成し、市町村の特徴を検討し

た。 
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(2)-2-2.注意 

 2020 年の国勢調査では、福島県双葉町の人

口が集計されておらず、人口あたり等の指標

が計算できないため、本研究においては福島

県双葉町を扱わないとした。 

(2)-3．「リスク調整済要介護度悪化指標」(OE

値) を市町村(介護保険者)単位で算出 

(2)-3-1.データ及び計算方法 

介護 DB から、市町村別に、性別・年齢階層

別、要支援 1,2 及び要介護 1,2,3,4 それぞれ

の要介護度重症化件数、認定件数(期間中、

該当要介護度認定の件数)を集計する。これ

らのデータから五年後要介護度重症化率の実

測値と予測値を算出する。予測値の算出に

は、性別と年齢で調節を行う。 

また、縮小推計を用い、人口が小さな市町

村での値(比)を、その市町村が属する二次医

療圏もしくは都道府県の比で推定する。 

五年後要介護度重症化率の実測値と予測値

から「リスク調整済要介護度悪化指標」(OE

値)を算出した。 

 

(2)-4．認知症施策推進大綱KPIの市町村データと

認知症自立余命との関連を調査 

(2)-4-1.データ 

 提供を受けた認知症施策推進大綱 KPI の市

町村別集計データの主な項目を表 2に挙げる。

これらの項目の中から数値データの選択・整理

を行い、表 3に挙げる項目に注目し、認知症自

立余命の関連をみた。 

 市町村別集計データが得られた認知症施策推

進大綱 KPI は、KPI17 普及啓発・本人発信支

援、KPI8 普及啓発、KPI27 認知症地域支援推

進員、KPI30 認知症初期集中支援、KPI43 認知

症カフェであった。本研究では、KPI27 認知症

地域支援推進員の問 4 認知症地域支援推進員

の人数、KPI30 認知症初期集中支援の問 3_2 

サービスに繋がった者及び問 5 保健師等人員

の計、KPI43 認知症カフェの問 2 認知症カ

フェの設置数に注目し、認知症自立余命との関

連を見た。 

 

（倫理面への配慮） 

京都大学医の倫理委員会にて承認済

(R0438) 

 

 

Ｃ．結果 

（１）「共生」の概念整理 

認知症の人とその家族にやさしい、即ち全世

代にやさしい健康まちづくりガイドの基盤とし

て前年度までに議論を重ねて作成したコンセ

プトシートを発展させ、「地域共生社会の実現

に向けて認知症にやさしい健康まちづくりの

提案」（パンフレット）を完成した（別添１）。 

 目次は下記に示す通りである。 

 

さらに、「認知症にやさしい健康まちづくりガイ

ドブック 地域共生社会に向けた 15 の視点」（今

中雄一 編著 学芸出版社.発行日 2023年3月

31 日  ISBN 978-4-7615-3290-1）を出版し、

広く一般市民へ発信するとともに、全国の自治

体・官公庁関連部署約 450 か所へ送付し、「認

知症をとりまく状況に加え、… Well-being の産業

別要素分解など、フィジカルなものを超えた、あ

るいはこれと融合したまちのあり方を追い求めて

いく必要性を一層感じた」（国交省の方）、「認知

症の予防については、個々の因子でなく多因子

へのアプローチが有効であるとの記述に特に共

感した。認知症施策を行う行政、関係機関など

では、有用な一冊になるのではないか」（A 市健

康増進課の方）等のフィードバックを得た。 
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（２）可視化と「予防」： 予防・改善のまちづく

りに役立つ評価指標の開発 

(2)-1．認知症高齢者の日常生活自立度によ

る健康余命（"認知症自立余命"）の算出及

び見える化 

2)-1-1．結果 

認知症自立余命について、認知症自立度

1・2・3 以上を不健康の基準として二次医療

圏、市町村(介護保険者)別に算出した。男女

別、年齢階層別、二次医療圏及び市町村(介

護保険者)別の認知症自立余命について厚生

労働省より公表の許可を得ている。 

認知症自立余命の地域差について、グラフ

及び地図で可視化した。要介護度 1・2 以上

を不健康の基準とした健康余命についても同

様に算出した。市町村(介護保険者)単位の算

出時は、死亡数及び認知症高齢者の日常生活

自立度に縮小推定を行った。 

例として、認知症高齢者の日常生活自立度

2 以上を不健康とした場合の 0,40,65 歳時の

男女別、認知症自立余命の記述統計(表４)と

分布のグラフを示す(図 2)。40 歳時男性の場

合、認知症自立余命の平均は 40.0 年、標準偏

差は 1.3 となった。女性の場合、認知症自立

余命の平均値は 43.8 年、標準偏差は 1.1 と

なった。 

 

(2)-1-2.地理情報（GIS） 

一例として、市町村における認知症高齢者の日

常生活自立度 2以上を不健康とする認知症自立

余命の 40 歳時の地図を図 3 に示す。男女とも

に東北地方に健康余命が短い傾向がみられる。

特に男性でその傾向が強い。但し、平均余命の

影響を考慮する必要がある。 

また同一都道府県内において認知症自立余命

のばらつきがあることがわかる。 

 

(2)-2．認知症にやさしいまちづくりに関する

指標体系案を構築し、地域の各側面の指標

を収集・分類し、データベースを構築 

(2)-2-1.結果 

PEGASAS が提唱する Healthy Smart City 

構造モデルの 12 領域へ構造モデルの 12 領域

目次 

序 説 認知症にやさしい健康まちづくりの提

案 

第Ⅰ部 認知症にやさしい活気あるまちをどう

つくるか 

第１章 認知症カフェのこれまでとこれから 

第２章 葛藤から抜け出す：こころの交流 

第３章 認知症サポーター：楽しみながら人を

支える、支えられる 

第４章 世代間交流で社会参加を充実させよ

う 

第５章 教育とマスメディアを活用しよう 

第Ⅱ部 医療･介護･福祉･年金：社会保障制

度を活用しよう 

第１章 認知症になる前に：成年後見制度を

再考する 

第２章 年金リテラシーを育むには 

第３章 医療で解決できることは何か 

第４章 認知症施策をどのように生かすか 

第５章 地域共生社会を実現できる地域包括

ケアシステムへ 

第Ⅲ部 認知症でも住みやすい活気あるまち

をデザインしよう 

第１章 誰も取り残さないデジタル化を実現す

るには 

第２章 誰も取り残さず人々が健康なまちをつ

くるには 

第３章 認知症にやさしいまちを設計する：都

市計画・交通の視点から 

第４章 認知症にやさしいコミュニティ空間を

つくる 

第５章 認知症にやさしい活気あるまちづくり：

全体も眺めてみよう 
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を用いた認知症にやさしいまちづくり関連指

標体系案の分類・整理を表 5に示す。 

各 12 領域から 1～10 程度データ(計 54

データ)を選択し、人口あたり等の市町村間

で比較可能な指標とした。これらに認知症自

立余命を加えて、市町村毎に 10 パーセンタ

イルにランク付けした。そのランクに基づき

レーダーチャートを作成し、市町村の特徴を

検討した。具体例として、政令指定市、地方

の県庁所在地(市)、地方の町村を図 4に示

す。 

 

(2)-3．「リスク調整済要介護度悪化指標」

(OE 値) を市町村(介護保険者)単位で算出 

 

(2)-3-1.結果 

 5 年後要介護度重症化の悪化指標として、

それぞれ要介護度 1 及び要介護度 4 を例と

し、要介護度重症化件数の OE 値(年齢、性別

調整済)のグラフを図 5に示す。また、要介

護度別の五年後要介護度重症化率のグラフを

図 6に示す。 

 

(2)-4．認知症施策推進大綱KPIの市町村データ

と認知症自立余命との関連を調査 

(2)-4-1.結果 

 本研究で用いた認知症施策推進大綱 KPI の項

目は、KPI27 認知症地域支援推進員の問 4 認

知症地域支援推進員の人数、KPI30 認知症初期

集中支援の問 3_2 サービスに繋がった者及び

問 5 保健師等人員の計、KPI43 認知症カフェ

の問 2 認知症カフェの設置数である。これら

の記述統計を表 6に、分布は図 7に示す。 

さらに、これら認知症施策推進大綱 KPI の項

目と認知症自立余命との相関係数、単回帰係数

をそれぞれ表 7、表 8に示す。 

相関係数は、すべて正の相関であった。KPI30 

認知症初期集中支援 保健師等人員計が最も相

関係数が大きかった。 

単回帰係数はいずれも値は小さいながら、ほ

とんどが認知症自立余命に正に有意の結果と

なった。男女共に KPI43 認知症カフェ数が他に

比べて係数の値が若干大きく出ていた。また男

性は、KPI30 認知症初期集中支援 保健師等人

員計においても係数の値が若干大きく出ていた。

一方、KPI30 認知症初期集中支援 サービスに

繋がった者が 65 歳時以外は有意にならなかっ

た。 

 

Ｄ．考察 

(2)-4．認知症施策推進大綱KPIの市町村データ

と認知症自立余命との関連を調査 

本研究で用いた認知症施策推進大綱 KPI 項目

の 65 歳以上人口あたりの分布は、正規分布で

はなく右下がりの形状であり、0 に近い市町村

が多かった。また人口あたりにすると、人口規

模が小さな町村では１施設あたりの人数が大き

くなるため、比較時は注意が必要である。しか

しながら、認知症施策推進大綱 KPI 項目は大綱

対象期間中に推進されるため、今後、各項目の

実施件数等が増え正規分布に近い分布になると

期待できる。 

認知症自立余命との単回帰で係数が有意にな

らなかった認知症初期集中支援 サービスに繋

がった者に関し、「認知症施策推進大綱 施策の

進捗確認 ＫＰＩ」[5]を参照すると、認知症初

期集中支援 サービスに繋がった者の「評価(案)」

は Sランクであるが、その前段階の訪問実人数

が Cランクとなっている。訪問実人数が低調な

理由として、「自治体によって、初期集中支援

チームの活動スタイルや地域包括支援センター

等の他の連携機関との連携状況、訪問実施体制

が異なって」いることが対応件数の差になって

いる可能性があるとされており、また「新型コ

ロナウィルス感染症の影響によりチームによる

実際の訪問が出来なかった可能性がある」と記

載されている。このことから、初期対応チーム

が対応にあたった認知症高齢者については医療
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または介護サービスにつなげることができてい

るが、初期対応チームが訪問できなかった認知

症高齢者については不明のままである。そのた

め、サービスに繋がった者は実際に医療や介護

サービスを必要とする認知症高齢者より少なく

なっていると考えられる。今後、初期集中支援

チームの活動が盛んになり、サポートを必要と

する認知症高齢者が初期対応チームの訪問をう

けられるようになれば、認知症自立余命との関

連はより強く表れるようになると察せられる。 

認知症カフェ数については、KPI/目標の全市

町村に普及は「評価(案)」は未達成であるが

2021 年度で 88.4%達成している。2021 年度は

「新型コロナウィルス感染拡大予防対策の観点

から全国各地で認知症カフェの中止を余儀なく

された」ことが低調の一因とされている。今後

もカフェ開催には慎重になると思われるが、「オ

ンラインによる方法等の実施を促していく」と

されており、新しい形態の認知症カフェが増え

て活動が活発になることで、認知症自立余命の

延伸が期待できると考えられる。 

 

まとめ 

（１）「共生」の概念整理 

「共生」の包括的な概念の具現化に向け、多領域

の学際的専門家の深い洞察と経験をもとに数年に

わたり議論を重ね、認知症の人とその家族にやさ

しい健康まちづくりガイドのコンセプトシートを作っ

てきたが、今年度はそれを発展させたパンフレット

「地域共生社会の実現に向けて認知症にやさしい

健康まちづくりの提案」を作成した（別添 1）。さらに

詳細を、包括的・学際的視点からまとめ、「認知症

にやさしい健康まちづくりガイドブック 地域共生社

会に向けた 15 の視点」に著し出版した。全国自治

体・官公庁へ配布し、意見交換を行った。「認知症

をとりまく状況に加え、Well-being の産業別要素分

解など、フィジカルなものを超えた、あるいはこれと

融合したまちのあり方を追い求めていく必要性を一

層感じた」、「認知症の予防については、個々の因

子でなく多因子へのアプローチが有効であるとの

記述に特に共感した」等のフィードバックを得た。 

 

（２）可視化と「予防」： 予防・改善のまちづく

りに役立つ評価指標の開発 

認知症高齢者の日常生活自立度による健康余命

(認知症自立余命とする)は、2017 年で市町村

(介護保険者)を地域の単位とした場合の平均年

数は、0 歳時で認知症高齢者の日常生活自立度

2 以上の場合、男性 79.0 年(SD1.8)、女性 83.2

年(SD1.6)となった。同、40 歳時の場合、男性

40.0 年(SD1.3)、女性 43.8 年(SD1.1)、 65 歳

時の場合、男性 17.4 年(SD0.9)、女性 20.1 年

(SD0.9)となった。男性の方が年数が短く、また

標準偏差が大きい傾向があった。 

認知症にやさしいまちづくり指標体系案は、

昨年度検証対象とした 932 項目を再検討し、市

町村単位かつ最近のデータが取得できるものに

ついて整理を行い、およそ 300 項目について京

都大学産官学民コンソーシアム“PEGASAS”

（PEGASAS：Open-Innovation Platform of All-

area Enterprises, Governments and Academia 

to Design and Realize Super-Aging Societies）

が提唱する Healthy Smart City 構造モデルの

12 領域へ分類を行った。これらデータのうち、

各領域から 1～10 程度データ(計 54 データ)を

選択し、人口あたり等の市町村間で比較可能な

指標とし、認知症自立余命を加えて、市町村毎

に10パーセンタイルにランク付けした。10パー

センタイルのランクに基づきレーダーチャート

を作成し、市町村の特徴を検討した。 

認知症施策推進大綱 KPI の市町村データと認

知症自立余命との関連は、相関係数は、すべて

正の相関であった。認知症施策推進大綱 KPI の

中では、認知症初期集中支援 保健師等人員計が

最も相関係数が大きかった。単回帰係数はいず

れも値は小さいながら、ほとんどが認知症自立

余命に正に有意の結果となった。男女共に認知

症カフェ数が他に比べて係数の値が若干大きく
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出ていた。また男性は、認知症初期集中支援 保

健師等人員計においても係数の値が若干大きく

出ていた。一方、認知症初期集中支援 サービス

に繋がった者が 65 歳時以外は有意にならな

かった。認知症初期支援チームの対応について

は、市町村の対応が一様でなかったり、新型コ

ロナウィルス感染症の影響により実訪問が制限

されていたことで、サポートを必要とする高齢

者に届かなかった可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

（１）「共生」の包括的な概念の具現化に向け、多領

域の学際的専門家の深い洞察と経験をもとに数年

にわたり議論を重ね、認知症の人とその家族にや

さしい社会の概念を表す具体像・提案・ガイドに相

当するパンフレットを作成した。また「認知症にやさ

しい健康まちづくりガイドブック 地域共生社会に

向けた 15 の視点」（今中雄一編著．学芸出版社）

を著し、行政等からポジティヴなフィードバックが得

られた。 

（２）認知症諸施策の包括的な評価体系を構築す

るべく、地域レベルの多様な指標のデータベース

の再構築を進めるとともに、認知症高齢者の日常

生活自立度データを活用して開発した健康余命

指標（認知症自立度健康余命など）、自治体毎・二

次医療圏毎に計測した。さらに、認知症施策推進

大綱 KPI の実施状況を含む各種地域と上記健康

余命との関連、それらの地域差の要因等について、

探索的な分析結果を得た。 
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表１ 認知症高齢者の日常生活自立度 

ランク 判定基準 見られる症状・行動の例 

 

1 

何らかの認知症を有するが、日常生活

は家庭内及び社会的にほぼ自立してい

る。 

 

 

2 

日常生活に支障を来すような症状・行動

や意思疎通の困難さが多少見られても、

誰かが注意していれば自 

立できる。 

 

  

2a 

家庭外で上記2 の状態が見られる。 たびたび道に迷うとか、買い物や事務、金

銭管理などそれまでできたことにミスが目

立つ等 

 

2b 

家庭外でも上記 2 の状態が見られる。 服薬管理ができない、電話の対応や訪問

者との対応などひとりで留守 

番が出来ない等 

 

3 

日常生活に支障を来すような症状・行動

や意思疎通の困難さがときどき 

見られ、介護を必要とする。 

 

  

 

3a 

日中を中心として上記 3 の状態がみら

れる。 

着替え、食事、排便・排尿が上手に出来な

い・時間がかかる、やたらに物を口に入れ

る、物を拾い集める、徘徊、失禁、大声・奇

声を上げる、火の不始末、不潔行為、性

的異常 

行為等 

3b 
夜間を中心として上記 3 の状態が 

みられる。 

ランク 3a に同じ 

 

4 

日常生活に支障を来すような症状・行動

や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、介

護を必要とする。 

ランク 3 に同じ 

 

M 

著しい精神症状や問題行動あるい 

は重篤な身体疾患がみられ、専門医療を

筆よとする 

譫妄、妄想、興奮、自傷・他害等の 

精神症状や精神症状に起因する問題行

動が継続する状態等 

厚生労働省  https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002iau1-att/2r9852000002iavi.pdf 
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表 2 認知症施策推進大綱 KPI の主な項目(市町村別データ) 

認知症施策推進大綱 KPI 設問 
数値 

データ 

KPI11 普及啓発、本人発信支援 1_ケアパスの作成状況  

KPI11 普及啓発、本人発信支援 3_情報連携ツールの作成状況  

KPI11 普及啓発、本人発信支援 4_クリティカルパスの作成状況  

KPI17 普及啓発、本人発信支援 問 1_本人ミーティングの実施有無  

KPI17 普及啓発、本人発信支援 問 2_ピアサポーターの実施有無  

KPI8 普及啓発、本人発信支援 問 1_周知の実施  

KPI8 普及啓発、本人発信支援 問 2_ア_窓口の種別_地域包括支援センター  

KPI8 普及啓発、本人発信支援 問 2_イ_窓口の種別_認知症疾患医療センター  

KPI8 普及啓発、本人発信支援 問 2_ウ_窓口の種別_その他  

KPI27 認知症地域支援推進員 問 4_認知症地域支援推進員の人数 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 6_認知症地域支援推進員の１週間あたりの配置日数（平均値） 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 7_認知症地域支援推進員のうち専従人数 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 8_認知症地域支援推進員のうち常勤人数 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 9_職種_医師 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 9_職種_保健師 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 9_職種_看護師 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 9_職種_作業療法士 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 9_職種_精神保健福祉士 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 9_職種_社会福祉士 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 9_職種_介護福祉士 〇 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 9_職種_介護支援専門員主任介護支援専門員 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 2_1_訪問実人数 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 2_2_訪問延べ件数 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 2_3_初動日数 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_1_サービスに繋がっていない者 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_1_ア_両方に繋がっていない者 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_1_イ_医療のみに繋がっていない者 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_1_ウ_介護のみに繋がっていない者 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_2_サービスに繋がった者 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_2_ア_医療・介護サービスの両方に繋がった者 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_2_イ_医療サービスのみに繋がった者 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_2_ウ_介護サービスのみに繋がった者 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_3_サービスに繋がった人の割合 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 4_支援チーム数 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5_1_保健師 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5_2_看護師 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5_3_作業療法士 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5_4_精神保健福祉士 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5_5_社会福祉士 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5_6_介護福祉士 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5_7_介護支援専門員主任介護支援専門員 〇 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5_チーム員医師 〇 

KPI43 認知症カフェ 問 2_認知症カフェの設置数 〇 
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表 3 認知症自立余命との関連を調べた項目 

認知症施策推進大綱 KPI 設問 

KPI27 認知症地域支援推進員 問 4 認知症地域支援推進員の人数 

KPI30 認知症初期集中支援 問 3_2 サービスに繋がった者 

KPI30 認知症初期集中支援 問 5 保健師等人員の計 

KPI43 認知症カフェ 問 2 認知症カフェの設置数 

 

 

 

表 4 記述統計：市町村(介護保険者)別、認知症自立余命[年] 

  

2017 年 

男性 女性 

0 歳時 40 歳時 65 歳時 0 歳時 40 歳時 65 歳時 

平均値 79.0 40.0 17.4 83.2 43.8 20.1 

標準偏差 1.8 1.3 0.9 1.6 1.1 0.9 

1Q 78.2 39.4 16.9 82.5 43.2 19.6 

2Q 79.0 40.0 17.3 83.2 43.7 20.0 

3Q 79.9 40.7 17.8 84.0 44.4 20.5 

市町村数 1,552 1,552 1,552 1,555 1,555 1,555 
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No. PEGASAS領域名 データ データ出典

1 Housing 年齢5歳階級別人口等(男女計、男性、女性) 国勢調査
年齢5歳階級別人口等(男女計、男性、女性) 住民基本台帳に基づく人口
15歳未満人口(男女計、男性、女性) 国勢調査、住民基本台帳に基づく人口
15歳以上65歳未満人口(男女計、男性、女性) 国勢調査、住民基本台帳に基づく人口
65歳以上人口(男女計、男性、女性) 国勢調査、住民基本台帳に基づく人口
75歳以上人口(男女計、男性、女性) 国勢調査、住民基本台帳に基づく人口
年齢中位数(男女計、男性、女性) 国勢調査
未婚者割合（15歳以上人口） 国勢調査
人口密度 (面積)全国都道府県市区町村別面積調
可住地面積人口密度 (面積)全国都道府県市区町村別面積調
将来推計人口（2030年） 日本の将来推計人口
将来推計人口（2035年） 日本の将来推計人口
将来推計人口（2040年） 日本の将来推計人口
将来推計人口（2045年） 日本の将来推計人口
出生数 「人口動態統計」
死亡数 「人口動態統計」
転入者数 「住民基本台帳人口移動報告年報」
転出者数 「住民基本台帳人口移動報告年報」
世帯数 国勢調査、住民基本台帳に基づく人口
一般世帯数
一般世帯人員数
核家族世帯数 国勢調査
単独世帯数(男女計、男性、女性) 国勢調査
高齢夫婦世帯数（高齢夫婦のみ） 国勢調査
高齢単身世帯(男女計、男性、女性) 国勢調査
母子世帯数 国勢調査
父子世帯数 国勢調査
1住宅当たり延べ面積 住宅・土地統計調査報告
1世帯当たり居住室数（普通世帯） 住宅・土地統計調査報告
1世帯当たり居住室数（主世帯） 住宅・土地統計調査報告
1世帯当たり居住室数（持ち家・主世帯） 住宅・土地統計調査報告
1世帯当たり居住室数（借家・主世帯） 住宅・土地統計調査報告
1世帯当たり畳数（普通世帯） 住宅・土地統計調査報告
1世帯当たり畳数（主世帯） 住宅・土地統計調査報告
1世帯当たり畳数（持ち家・主世帯） 住宅・土地統計調査報告
1世帯当たり畳数（借家・主世帯） 住宅・土地統計調査報告
最低居住面積水準以上の主世帯数 住宅・土地統計調査報告

2 Transportation 自市区町村で従業・通学している人口 国勢調査

流出人口（県内他市区町村で従業・通学している人口） 国勢調査
流出人口（他県で従業・通学している人口） 国勢調査
流入人口（県内他市区町村に常住している人口） 国勢調査
流入人口（他県に常住している人口） 国勢調査
自宅外通勤・通学者数 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（徒歩だけ） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（鉄道・電車） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（乗合バス） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（勤め先・学校のバス） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（自家用車） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（利用交通手段が2種類） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（利用交通手段が3種類以上） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（オートバイ） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（自転車） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（ハイヤー・タクシー） 国勢調査　2010
自宅外通勤・通学者数（その他） 国勢調査　2010

鉄道駅 国土数値情報

バス停 国土数値情報

軽自動車等台数 市町村税課税状況等の調

二輪の小型自動車台数 市町村税課税状況等の調

原動機付自転車台数 市町村税課税状況等の調

原動機付自転車台数（ミニカー） 市町村税課税状況等の調

3 Outdoor Environment & Ecology 保健所 国土基本情報
都道府県警察本部 国土基本情報
警察署 国土基本情報
交番 国土基本情報
駐在所 国土基本情報
派出所 国土基本情報
消防本部 国土基本情報
消防署 国土基本情報
普通郵便局 国土基本情報
特定郵便局（集配局） 国土基本情報
特定郵便局（無集配局） 国土基本情報
簡易郵便局 国土基本情報
公民館数 社会教育調査報告
図書館数 社会教育調査報告
1人1日当たりのごみ排出量 一般廃棄物処理事業実態調査

  ごみのリサイクル率 一般廃棄物処理事業実態調査

4 Health & Social Services/ Security 病院数 医療施設調査
精神科病院数 医療施設調査
一般病院数 医療施設調査
療養病床を有する病院数 医療施設調査
一般診療所数 医療施設調査
有床一般診療所数 医療施設調査
歯科診療所数 医療施設調査
病院病床数 医療施設調査
一般診療所病床数 医療施設調査
医師数 三師統計
医療施設医師数 三師統計
歯科医師数 三師統計
医療施設歯科医師数 三師統計
薬剤師数 三師統計
薬局・医療施設薬剤師数 三師統計

介護老人福祉施設数_施設数 介護サービス施設・事業所調査

介護老人福祉施設数_定員数 介護サービス施設・事業所調査
介護老人保健施設_施設数 介護サービス施設・事業所調査
介護老人保健施設_定員 介護サービス施設・事業所調査
介護医療院_施設数 介護サービス施設・事業所調査
介護医療院_定員 介護サービス施設・事業所調査
介護療養型医療施設_施設数 介護サービス施設・事業所調査
介護療養型医療施設_病床数 介護サービス施設・事業所調査

老人福祉施設数 社会福祉施設等調査

養護老人ホーム数 社会福祉施設等調査

養護老人ホーム定員数 社会福祉施設等調査

有料老人ホーム数 社会福祉施設等調査

有料老人ホーム定員数 社会福祉施設等調査

軽費老人ホーム数 社会福祉施設等調査

軽費老人ホーム定員数 社会福祉施設等調査
サ高住の数 社会福祉施設等調査

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が250m未満の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が250～500m未満の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告

表5 認知症にやさしいまちづくり関連指標体系案の分類・整理
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最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が500～1000m未満の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が1000～2000m未満の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が2000m以上の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告

第6期第1号保険料 保険者別保険料一覧

5 Food and Agriculture 耕地面積 耕地及び作付面積統計
耕種＋畜産＋加工計 市町村別農業産出額（推計）
事業所数（民営）（農林漁業） 経済センサス－活動調査
事業所数（民営）（農業、林業） 経済センサス－活動調査
事業所数（民営）（漁業） 経済センサス－活動調査
従業者数（民営）（農林漁業） 経済センサス－活動調査
従業者数（民営）（農業、林業） 経済センサス－活動調査
従業者数（民営）（漁業） 経済センサス－活動調査
農家数（販売農家） 農林業センサス、農業センサス
農家数（自給的農家） 農林業センサス、農業センサス
売上金額（民営）（農林漁業） 経済センサス－活動調査
付加価値額（民営）（農林漁業） 経済センサス－活動調査

第1次産業就業者数 国勢調査

事業所数（民営）（宿泊業、飲食サービス業） 経済センサス－活動調査

従業者数（民営）（宿泊業、飲食サービス業） 経済センサス－活動調査

売上金額（民営）（宿泊業、飲食サービス業） 経済センサス－活動調査
付加価値額（民営）（宿泊業、飲食サービス業） 経済センサス－活動調査
飲食料品小売店数 経済センサス－活動調査
飲食店数 経済センサス－活動調査
道の駅数 国土数値情報
たばこ税 市町村別決算状況調

6 Work and Employment 労働力人口(男女計、男性、女性 × 15～64歳、65歳以上、75歳以上) 国勢調査

就業者数(男女計、男性、女性 × 15～64歳、65歳以上、75歳以上) 国勢調査
（就業者）主に仕事(男女計、男性、女性 × 15～64歳、65歳以上、75歳以上) 国勢調査
完全失業者数(男女計、男性、女性 × 15～64歳、65歳以上、75歳以上) 国勢調査
非労働力人口(男女計、男性、女性 × 15～64歳、65歳以上、75歳以上) 国勢調査
昼間人口 国勢調査
昼夜間人口比率 国勢調査
従業者数（民営） 経済センサス－活動調査
売上金額（民営） 経済センサス－活動調査
第1次産業就業者数 国勢調査
第2次産業就業者数 国勢調査
第3次産業就業者数 国勢調査
雇用者数 国勢調査
雇用者数（正規の職員・従業員） 国勢調査
雇用者数（労働者派遣事業所の派遣社員） 国勢調査
雇用者数（パート・アルバイト・その他） 国勢調査
常住地による就業者 国勢調査
自市区町村で従業している就業者数(男女計、男性、女性) 国勢調査
県内他市区町村で従業している就業者数(男女計、男性、女性) 国勢調査
他県で従業している就業者数(男女計、男性、女性) 国勢調査
他市区町村への通勤者数(男女計、男性、女性) 国勢調査
雇用力、修正特化係数

7 Social Inclusion and Diversity 認知症サポーター数 認知症サポーターキャラバン
初期集中支援_問2_1_訪問実人数 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問2_2_訪問延べ件数 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問2_3_初動日数 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_1_サービスに繋がっていない者 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_1_ア_両方に繋がっていない者 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_1_イ_医療のみに繋がっていない者 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_1_ウ_介護のみに繋がっていない者 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_2_サービスに繋がった者 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_2_ア_医療・介護サービスの両方に繋がった者 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_2_イ_医療サービスのみに繋がった者 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_2_ウ_介護サービスのみに繋がった者 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問3_3_サービスに繋がった人の割合 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問4_支援チーム数 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問5_1_保健師 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問5_2_看護師 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問5_3_作業療法士 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問5_4_精神保健福祉士 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問5_5_社会福祉士 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問5_6_介護福祉士 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問5_7_介護支援専門員主任介護支援専門員 KPI30 認知症初期集中支援
初期集中支援_問5_チーム員医師 KPI30 認知症初期集中支援
認知症地域支援推進員_問4_認知症地域支援推進員の人数 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問6_認知症地域支援推進員の１週間あたりの配置日数（平均値） KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問7_認知症地域支援推進員のうち専従人数 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問8_認知症地域支援推進員のうち常勤人数 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問9_職種_医師 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問9_職種_保健師 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問9_職種_看護師 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問9_職種_作業療法士 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問9_職種_精神保健福祉士 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問9_職種_社会福祉士 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問9_職種_介護福祉士 KPI27 認知症地域支援推進員
認知症地域支援推進員_問9_職種_介護支援専門員主任介護支援専門員 KPI27 認知症地域支援推進員

8 Social Participation, Sports and Art 認知症カフェ_問2_認知症カフェの設置数 KPI43 認知症カフェ
老人憩の家 国土数値情報(福祉施設細分類コード)
高齢者の集い・通いの場(高齢者サロン) 通いの場オープンデータ
普及啓発・本人発信支援_問1_周知の実施 KPI8 普及啓発、本人発信支援
普及啓発・本人発信支援_問2_ア_窓口の種別_地域包括支援センター KPI8 普及啓発、本人発信支援
普及啓発・本人発信支援_問2_イ_窓口の種別_認知症疾患医療センター KPI8 普及啓発、本人発信支援
普及啓発・本人発信支援_問2_ウ_窓口の種別_その他 KPI8 普及啓発、本人発信支援
普及啓発・本人発信支援_1_ケアパスの作成状況 KPI11 普及啓発、本人発信支援
普及啓発・本人発信支援_3_情報連携ツールの作成状況 KPI11 普及啓発、本人発信支援
普及啓発・本人発信支援_4_クリティカルパスの作成状況 KPI11 普及啓発、本人発信支援
普及啓発・本人発信支援_問1_本人ミーティングの実施有無 KPI17 普及啓発、本人発信支援
普及啓発・本人発信支援_問2_ピアサポーターの実施有無 KPI17 普及啓発、本人発信支援

9 Walkability 街区公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
近隣公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
地区公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
総合公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
運動公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
広域公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ都市　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
風致公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
動植物公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
歴史公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
墓園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
国営公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
緩衝緑地　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
都市緑地　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
都市林　箇所、面積(ha) 都市公園データベース18



No. PEGASAS領域名 データ データ出典
広場公園　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
緑道　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
ｶﾝﾄﾘｰﾊﾟｰｸ　箇所、面積(ha) 都市公園データベース

都市公園合計　箇所、面積(ha) 都市公園データベース

契約市民緑地　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
認定市民緑地　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
都市公園+市民緑地合計　箇所、面積(ha) 都市公園データベース
都市計画区域人口(千人) 都市公園データベース
ｶﾝﾄﾘﾊﾟｰｸ人口(千人) 都市公園データベース
都市計画区域・ｶﾝﾄﾘｰﾊﾟｰｸ人口(千人) 都市公園データベース
1人当り公園面積(㎡/人) 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_図書館 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_陳列館 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_集会所 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_野外劇場 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_植物園 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_温室 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_動物園 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_水族館 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_体験学習施設 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_天体･気象観測施設 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_自然生態園 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_野鳥観察所 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_その他の教養施設 都市公園データベース
都市公園内の教養施設等整備現況_合計 都市公園データベース
ウォーカブル推進都市 ウォーカブルポータルサイト
バス停数 国土数値情報
道路の種別：徒歩道 Esri公共地図
歩道設置道路実延長 国土数値情報
小売業事業所数 経済センサス-活動調査
小売業年間商品販売額 経済構造実態調査、経済センサス－活動調査
小売店数 経済センサス-活動調査
飲食料品小売店数 経済センサス-活動調査
飲食店数 経済センサス-活動調査
大型小売店数 経済センサス-活動調査
百貨店、総合スーパー数 経済センサス-活動調査

10 Information and Communication 調査中

11 Nurturing and Education 保育所等数（基本票） 社会福祉施設等調査
公営保育所等数（基本票） 社会福祉施設等調査
最寄りの保育所までの距離が100m未満の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告
最寄りの保育所までの距離が100～200m未満の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告
最寄りの保育所までの距離が200～500m未満の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告
最寄りの保育所までの距離が500～1000m未満の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告
最寄りの保育所までの距離が1000m以上の住宅に住んでいる普通世帯数 住宅・土地統計調査報告
幼稚園数 学校基本調査報告書
幼稚園在園者数 学校基本調査報告書
小学校数 学校基本調査報告書
小学校教員数 学校基本調査報告書
小学校児童数 学校基本調査報告書
中学校数 学校基本調査報告書
中学校教員数 学校基本調査報告書
中学校生徒数 学校基本調査報告書
義務教育学校数 学校基本調査報告書
義務教育学校教員数 学校基本調査報告書
高等学校数 学校基本調査報告書
高等学校生徒数 学校基本調査報告書

12 Learning and Augmented Skills 教育用コンピュータ台数 学校における教育の情報化の実態等に関する調査
事業所数（民営）（教育、学習支援業） 経済センサス－活動調査
従業者数（民営）（教育、学習支援業） 経済センサス－活動調査
売上金額（民営）（教育、学習支援業） 経済センサス－活動調査
付加価値額（民営）（教育、学習支援業） 経済センサス－活動調査
教育費（市町村財政） 地方財政統計年報、市町村別決算状況調
社会教育費（市町村財政） 地方財政統計年報、市町村別決算状況調
美術館 国土数値情報
資料館、記念館、博物館、科学館 国土数値情報
図書館 国土数値情報
水族館 国土数値情報
動植物園 国土数値情報
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表 6 記述統計：認知症施策推進大綱 KPI の項目※ 

  認知症初期対応_

サービスに繋がっ

た者 

初期集中支援、

保健師看護師

等人数計 

認知症地域支

援推進員 

認知症カフェ数 

平均値 54.3 145.2 85.6 48.1 

標準偏差 187.7 410.5 333.8 170.2 

１Q 0.0 24.5 15.7 11.3 

２Q 13.7 57.0 33.1 23.1 

３Q 44.5 120.9 71.2 44.3 

市町村数 1740 1740 1740 1740 

※すべて 65 歳以上人口 10 万人あたり 

 

 

表 7 相関係数：認知症施策推進大綱 KPI の項目※ 

  男性 女性 

認知症 

自立余命 

認知症 

初期対応_

サービスに

繋がった者 

初期集中

支援、保健

師看護師

等人数計 

認知症 

地域支援

推進員 

認知症 

カフェ数 

認知症 

初期対応_

サービスに

繋がった者 

初期集中

支援、保健

師看護師

等人数計 

認知症 

地域支援

推進員 

認知症 

カフェ数 

0 歳時 0.015 0.216** 0.155** 0.054* 0.023 0.154** 0.123** 0.140** 

40 歳時 0.030 0.274** 0.192** 0.142** 0.061* 0.264** 0.187** 0.193** 

65 歳時 0.083** 0.202** 0.174** 0.151** 0.079** 0.185** 0.142** 0.143** 

※すべて 65 歳以上人口 10 万人あたり 
**. 1% 水準で有意 (両側) 。 

*. 5% 水準で有意 (両側) 。 

 

 

表 8 単回帰係数：認知症施策推進大綱 KPI の項目※ 

  男性 女性 

認知症 
自立余命 

認知症 

初期対応_

サービスに

繋がった者 

初期集中

支援、保健

師看護師

等人数計 

認知症 

地域支援

推進員 

認知症 

カフェ数 

認知症 

初期対応_

サービスに

繋がった者 

初期集中

支援、保健

師看護師

等人数計 

認知症 

地域支援

推進員 

認知症 

カフェ数 

0 歳時 0.0003 0.0014** 0.0012** 0.0007* 0.0004 0.0009** 0.0008** 0.0013** 

40 歳時 0.0004 0.0013** 0.0011** 0.0013** 0.0008* 0.0011** 0.0009** 0.0012** 

65 歳時 0.0004** 0.0005** 0.0006** 0.0009** 0.0003** 0.0004** 0.0005** 0.0007** 

※すべて 65 歳以上人口 10 万人あたり 
**. 1% 水準で有意 (両側) 。 

*. 5% 水準で有意 (両側) 。 
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図 1 PEGASAS が考える Healthy Smart City の構造モデル 
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図 2 市町村(介護保険者)別、認知症高齢者の日常生活自立度 2以上を不健康とした認知症自立余命の分

布(2017 年) 
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図 3 市町村(介護保険者)別、認知症高齢者の日常生活自立度 2以上を不健康とした 40 歳時の認知症自立

余命の分布(2017 年) 
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図 4 各市町村データの資源等レーダーチャート 
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図 5 要介護度重症化件数の OE 値(年齢、性別調整済) 
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図 6 要介護度別の五年後要介護度重症化率のグラフ 
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図 7 認知症施策推進大綱 KPI ヒストグラム 
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